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さいたま市都市計画審議会高度地区委員会設置要綱

（趣旨） 

第１条 この要綱は、さいたま市都市計画審議会条例（平成１３年さいたま市条例第２４０号。以

下「条例」という。）第６条に規定する常務委員会の組織及び運営に関し必要な事項を定めるもの

とする。 

（常務委員会の設置） 

第２条 条例第６条の規定に基づき、さいたま市都市計画審議会（以下「審議会」という。）にさい

たま市都市計画審議会高度地区委員会（以下「委員会」という。）を置く。

（所掌事項） 

第３条 委員会の所掌事務は、次のとおりとする。

（１）さいたま都市計画高度地区（平成２５年８月１日告示第１０５７号）（以下「高度地区」と

いう）の規定による建築物の高さの最高限度の特例の許可に関して同意すること。

 （２）前号に掲げるもののほか、高度地区に関する事項について、審議会の委任により、調査し、

および審議し、回答すること。

（委員会の組織） 

第４条 委員会は、審議会会長並びに条例第２条第２項の規定により任命された委員により、おお

むね７人程度をもって組織する。

２ 委員会の委員は、都市計画、建築、景観、法律等に優れた経験と知識を有する者により組織

する。

（委員会の委員の任期） 

第５条 委員会の委員の任期は審議会の委員の任期とする。ただし、再任を妨げない。

（委員長） 

第６条 委員会に委員長を置く。

２ 委員長は、審議会会長がその任を担う。

３ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。

４ 委員長に事故があるときは、委員長があらかじめ指名する委員がその職務を代理する。

    （一部改正〔平成 28年〕）

（報告） 

第７条 委員会は、第３条第１号に規定する同意及び第２号に規定する回答をしたときは、その内

容、審議の経過等について、審議会に報告しなければならない。

（意見聴取等） 
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第８条 さいたま市都市計画審議会条例施行規則（平成１３年５月１日規則第１９５号）第７条の

規定は、委員会について準用する。

（その他） 

第９条 この要綱に規定するもののほか、委員会の運営について必要な事項は、委員会が定める。

附 則  

 この要綱は、平成２５年８月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２８年１月６日から施行する。 


